
目黒区大規模集合住宅の建築における保育所等の設置の協力要請に関する要綱 

 

制定 平成２６年２月４日付け目子保第８４１９号 

改正 平成２９年９月３０日付け目子保第５６４１号 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、増加する保育需要に対応するため、目黒区大規模建築物等の建築に

係る住環境の整備に関する条例（平成１９年１１月目黒区条例第４４号。以下「条例」と

いう。）第９条の２の規定に基づく協議（以下「協議」という。）及び当該協議の際に保育

所等の設置の協力を要請することに関し必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、条例で使用する用語の例による。 

 

（協議の対象となる施設） 

第３条 条例第９条の２の規定に基づく協議の対象となる子育て支援施設は、次に掲げる

ものとする。 

（１） 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第３９条第１項に

規定する保育所 

（２） 法第６条の３第６項に規定する地域子育て支援拠点事業を実施する施設 

（３） 法第第６条の３第７項に規定する一時預かり事業を実施する施設 

（４） 法第第６条の３第９項に規定する家庭的保育事業を実施する施設 

（５） 法第第６条の３第１０項に規定する小規模保育事業を実施する施設 

（６） 法第第６条の３第１２項に規定する事業所内保育事業を実施する施設 

（７） 法第第５９条の２第１項の規定による届出を要する施設 

（８） その他前各号の施設に類する施設として区長が必要と認めるもの 

 

（協議の届出） 

第４条 条例第９条の２に規定する建築主（以下「建築主」という。）は、協議をするとき

は、協議届出書（別記第１号様式）に同条に規定する指定建築物（以下「大規模集合住宅」

という。）に係る次に掲げる書類を添付して区長に提出しなければならない。 

（１） 案内図 

（２） 配置図 

（３） 平面図 

（４） 工期スケジュール 

（５） その他区長が必要と認めるもの 



（保育所等の設置の要請） 

第５条 区長は、協議に係る大規模集合住宅が建築される地域に保育所等入所待機児童が

在住し、又は当該大規模集合住宅が建築されることにより当該地域に小学校就学前子ども

（子ども・子育て支援法（平成２４法律第６５号）第６条第１項に規定する小学校就学前

子どもをいう。）の増加が見込まれる場合であって、当該大規模集合住宅に保育所等の設

置が必要と認めるときは、当該建築主に対し保育所等の設置を要請するものとする。 

２ 区長は、前項の規定に基づく要請をするときは、当該建築主に対し、保育所等設置要

請書（別記第２号様式）を送付し、保育所等設置要請に対する回答書（別記第３号様式）

を区長が指定する期日までに提出することを求めるものとする。 

 

（協議済通知書の送付） 

第６条 区長は、協議に係る大規模集合住宅について次のいずれかに該当すると認める場

合は、当該建築主に対し協議済通知書（別記第４号様式）を送付するものとする。 

（１）保育所等設置要請に対する回答書が提出され、その内容の審査が終了したとき。 

（２）大規模集合住宅に保育所等を設置する必要がないと認めるとき。 

 

（協議結果の公表） 

第７条 区長は、建築主の同意を得て協議の結果を区民に対して公表することができるも

のとする。 

 

（支援） 

第８条 区長は、大規模集合住宅に保育所等を設置しようとする建築主に対し、必要に応

じて保育所等の整備等に関する情報を提供し、又はその他の支援を行うものとする。 

 

（委任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は別に定める。 

 

付 則 

この要綱は、平成２６年２月４日から施行する。 

  付 則 

 この要綱は、平成２９年１０月１日から施行する。 

  

 


